
平成 27 年豊中市産業連関表(簡易版)の概要・留意点 

 
１．産業連関表とは 

産業連関表は、財・サービスの生産状況や産業相互間及び産業と最終需要部門（家計など）
との間の取引などの状況を、一国又は一定の地域における一定期間（通常は 1年間）を対象
として、行列形式で統計表にまとめた加工統計です。言い換えれば、産業連関表は、各産業
が、相互に助け合い、支え合って、社会が成り立っているという実態を、抽象論ではなく、
数値という具体的なものとして見ることができます。 
 
２．産業連関表の見方 

豊中市の産業連関表（平成 27年 13 部門表から抜粋） 

 
 
産業連関表は、次の 2つの側面から読むことができます。 
(1)タテ方向 
 産業連関表をタテ方向の「列」に沿ってみると、 

• ある産業(列部門)が財・サービスを生産するのに必要な原材料などを、どの産業(各
行部門)からどれだけ購入(中間投入)したか 

• 生産活動をするうえで、賃金(雇用者所得)や利潤(営業余剰)などの粗付加価値の金
額がいくらか 

すなわち、その産業の費用構成を示しています。 
 
 

農林漁業 … 製造業 … サービス … 中間需要計
農林漁業 0 … 32 … 33 … 65 124 1 -171 19

… … … … … … … … … … … …

製造業 2 … 746 … 846 … 2,525 2,334 2,345 -4,656 2,548
… … … … … … … … … … … …

サービス 1 … 114 … 512 … 1,480 5,664 1,411 -2,328 6,227
… … … … … … … … … … … …

中間投入計 6 … 1,214 … 2,316 … 7,164 15,380 6,244 -10,251 18,536
家計外消費支出 0 … 48 … 88 … 291
雇用者所得 7 … 447 … 2,565 … 5,412
営業余剰 3 … 400 … 348 … 2,431
資本減耗引当 1 … 377 … 737 … 2,727
間接税 1 … 64 … 219 … 604
（控除）補助金 0 -3 -45 -93
粗付加価値計 12 … 1,334 … 3,911 … 11,372

19 … 2,548 … 6,227 … 18,536
各統計表の数値は、表章単位未満を四捨五入しているため、合計欄の数値と内訳の数値の和とが一致しない場合があります。
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(タテ方向のバランス式) 
総供給 = 中間投入 + 粗付加価値 + 移輸入 
 = 市内生産額 + 移輸入 

 
 (2)ヨコ方向 
産業連関表をヨコ方向の「行」に沿ってみると、 

• ある産業(行部門)の生産物がどの産業(各列部門)にどれだけ販売(中間需要)された
か、 

• あるいは、市内の消費・投資、市外(国外含む)に対してどれだけ生産物を販売(移輸
出)したかなどの最終需要 

• 逆に、市外(国外含む)からどれだけ購入(移輸入)したか、 
すなわち、その産業部門の販路構成を示しています。 
(ヨコ方向のバランス式) 
(タテ方向)  (ヨコ方向) 
①総供給 = 総需要 
②中間投入 = 中間需要 
③粗付加価値 = 最終需要＋移輸出－移輸入 

 
 
３．留意点 

1. 産業連関表の精度について 
この度作成した豊中市産業連関表は、平成 27年 簡易版 です。 

• 簡易版: 都道府県版の産業連関表を市町村内の従業者数等を用いて按分したもので
す。事業所ごとの波及経路まで精査するものではなく、大づかみに産業連関を把握
することを目的としています。 

• 詳細版:簡易版データを元に、域内の事業所等を対象としたアンケート調査を用いて
補正したものです。アンケート内容は、それぞれの事業所の取引関係などを調査し、
個別に中間投入や地域の外との出入り関係を調べるものです。 
 

2. 生産波及効果 
ある産業部門の生産物に対する最終需要（投資・消費・移輸出）の変化が、直接・間接の

ルートを通じて、他の産業部門の生産に影響を及ぼしていくことを「生産波及効果」といい
ます。生産波及効果分析では、産業間の因果連鎖に起因する生産波及効果のメカニズムを基
に、最終的に各産業部門において誘発される生産額を測定します。 
測定の道具として、「投入係数」と「逆行列係数」を使用します。生産波及効果には、「生

産誘発効果」と「粗付加価値誘発効果」とがあります。このうち「生産誘発効果」には、原



材料消費による誘発効果と雇用者所得（賃金・給与等）など家計を通じて消費支出される最
終需要の増加による誘発効果などがあります。 波及効果（誘発効果）は、直接効果と間接
波及効果（第１次、第２次……）に分けられます。例えば、ある産業で 100 億円の需要が
あった場合、直接効果は市外への漏れがないと仮定すると 100億円の生産そのものであり、
間接波及効果は 100 億円の生産活動に伴う原材料消費や民間消費支出による誘発効果です。 
 
3. 分析の前提条件 
平成 27年豊中市産業連関表(簡易版)を用いた生産波及分析の前提条件は、以下の通りです。 

1. 分析では、各産業部門の平均的な投入構造を前提としています。例えば、建設業で
あれば「建設部門」を１部門とする「投入係数」を用いて推計します。 

2. 波及効果の測定には、107 部門表（平成 27 年表）を用い、最終需要増加に伴う原材
料による波及効果、付加価値による波及効果の２段階に分けて行います。 

3. 就業者数は、生産額に比例して増加することとします。 
4. 粗付加価値については、雇用者所得の一定割合が、最終需要（消費）にまわるもの

とします。これを所得の消費への転換と呼び、その一定割合を「消費への転換比率」
といいます。 
（注）雇用者報酬の消費への転換比率は、一般的に使われる「平均消費性向」（資料：
総務省「家計調査」）を用います。 

 
５．活用可能性 

1. 都市開発に関する経済効果 
2. 公共事業に関する経済効果 
3. 政策評価への応用 

 


